
























































































　近代戸籍制度が導入された 1872 年（明治 4 年）以降，様々な理由から無戸籍状態となる者
は常に存在してきた．第二次世界大戦後直後には，戦災による戸籍原本の滅失が最も大きな理由













　婚差会は 1979 年 3 月にフェミニズム誌『女エロス No.12 婚姻制度の呪縛を解け』（社会評論
社）の発行・編集を担当した「グループせきらん」のメンバーが中心になり，1982 年の春に発


















規約」（1966 年国連採択，1979 年日本批准）A 規約，「日本国憲法」第 13 条（個人の尊厳，生命・




























































称される保護責任者遺棄事件報道である．1988 年 7 月 22 日付朝日新聞，毎日新聞の夕刊に，






























































































































を訪ね，詳しい話を聞く．12 月 31 日の朝刊に掲載された 2 本目の記事で，井戸のケースが取
り上げられた．
　年明け 2007 年 1 月 8 日付の記事では，「離婚後 300 日以内誕生＝前夫の子　届け出時『えっ，
なぜ？』…当事者に負担」とのタイトルで，前夫と調停中の当事者からの声が掲載される．調停
が 4 回程度になる見込みであること，DNA 検査の予定にも触れられている．再婚率の高まりから，
再婚後に生まれた子どもが現夫の子と認められないケースの増加が予測される中，法務省民事局
は取材に対し「実態を把握していない」と答えたという．さらに 1 月 12 日付「早産で出生届不




　一週間後の 2007 年 1 月 19 日，閣議終了後に行われた定例会見で，当時の法務大臣長勢甚遠















































命館大学教授）の見解（「男女の関係は多様化しており民法 772 条 2 項の『離婚後 300 日規定』
は必要ない」，「今の法律は男女関係がこれほど多様化することを想定しておらず見直す時期に来
ている」）を紹介する．











































































































3) 平成期における無戸籍の社会問題化に関し本稿で扱う過程は，Best による自然史モデルの 6 段階
のうち概ね第 3 段階の「大衆の反応」までに相当する．
4) 民法 772 条第 2 項は「婚姻の成立の日から 200 日を経過した後又は婚姻の解消若しくは取消しの
日から 300 日以内に出まれた子は，婚姻中に懐胎したものと推定する」と規定する．
5) 参議院議員佐々木静子らが中心となり 1976 年に起こした運動．同年に民法改正が行われた．
6)「婚差会つうしん」は Women’s Action Network（WAN）ウェブサイト，「ミニコミ図書館ページ」
で電子アーカイブとして公開されている（https://wan.or.jp/dwan/dantai/detail/101）．
7) 斉加尚代へのインタビュー（2019 年 11 月 15 日）．放送された番組は毎日放送 MBS ナウスペシャ
ル「戸籍が奪う幸せ」（1994 年 12 月 11 日放送），「Voice」（2003 年 11 月 27 日放送）など．
8) 『毎日新聞』1988 年 8 月 5 日夕刊「子ども置き去り 長男 5 回墓参り」．
9) 『毎日新聞』1988 年 8 月 16 日朝刊「都会の荒波に押し流され…」．
10) 『毎日新聞』1988 年 8 月 5 日夕刊「なぜ，子供の面倒見なかった　置き去り事件」．











定を受けないと主張して認められた（平成 15 年（タ）第 71 号認知請求事件）．
14) 『朝日新聞』，『毎日新聞』，『読売新聞』2003 年 11 月 19 日朝刊（いずれも大阪本社版）．婚差会
の活動を取材していた毎日放送の斉加尚代が，井戸の子どもに戸籍ができるまでをドキュメント
し，夕方の情報番組「Voice」で放送された（2003 年 11 月 27 日放送）． 
15) 毎日新聞が 2006 年 12 月から 2008 年 7 月まで約 1 年 7 ヶ月にわたって行なった「離婚後 300
日問題　無戸籍児を救え！キャンペーン」報道．一連の報道で日本新聞労働組合連合（新聞労連）
の 2007 年疋田桂一郎賞を受賞している．
16) 照山哲史へのインタビュー（2019 年 9 月 26 日）．毎日新聞が無戸籍問題を取り上げた経緯につ
いては毎日新聞社会部（2008: 12）にも記述がある．
17) 照山哲史へのインタビュー（2019 年 9 月 26 日）．
18) 工藤哲へのインタビュー（2019 年 9 月 16 日）．
19) 上田真理子へのインタビュー（2019 年 8 月 18 日）．
20) 上田真理子へのインタビュー（2019 年 8 月 18 日）．










かとみる（照山へのインタビュー，2019 年 9 月 26 日）．
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How Unregistered Children Became a Social Problem in 
Japan: the Role of Social Movements and the Media
IDO, Masae
 Family practices in Japan are inextricably linked with the Koseki  family registry 
system. This paper concentrates on the social problem of unregistered children, who were not 
registered at birth due to discordance between the system’s assumptions about family and the 
shifting family practices in society. Although questions have been raised since the Showa era 
about the anachronistic registry system inevitably resulting in unregistered children, it was not 
until the subsequent Heisei  era that unregistered children entered public consciousness and 
became a social problem. How did this process occur? Using a social constructionist approach, 
this paper aimed to answer this question through analyses of social movements and media 
materials as well as key informant interviews. It is argued that, unlike social movements in the 
Showa era, which directly criticized the registry system and the family norms it encompassed, 
social movements and media coverage in the Heisei  era successfully rendered the issue of 
unregistered children a social problem by emphasizing their plight and their families’ wish for 
inclusion through institutional reform.
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